
   新潟市行政苦情審査会規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は，新潟市附属機関設置条例（昭和３５年新潟市条例第３９号）により

設置された新潟市行政苦情審査会（以下「審査会」という。）の組織及び運営並びに審

査会に対する苦情申立ての手続について必要な事項を定めるものとする。 

 （組織等） 

第２条 審査会は，委員３人で組織する。 

２ 委員は，人格が高潔で地方行政に関し優れた識見を有する者のうちから，市長が委嘱

する。 

（委員の任期等） 

第３条 委員の任期は，２年とする。 

２ 委員は，１回に限り再任されることができる。 

（兼職の禁止） 

第４条 委員は，衆議院議員若しくは参議院議員，地方公共団体の議会の議員若しくは長

又は政党その他の政治団体の役員を兼ねることができない。 

２ 委員は，市と特別の利害関係を有する法人その他の団体の役員を兼ねることができな

い。 

（委員の服務） 

第５条 委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，また

同様とする。 

２ 委員は，その地位を政党又は政治的目的のために利用してはならない。 

（解嘱） 

第６条 市長は，委員が心身の故障のため職務の遂行ができないと認める場合又は職務上

の義務違反その他委員たるにふさわしくない行為があると認める場合は，委員を解嘱す

ることができる。 



（代表委員） 

第７条 審査会に代表委員を置き，委員の互選によりこれを定める。

２ 代表委員は，会務を総理し，審査会を代表する。

３ 代表委員が欠けたとき又は代表委員に事故があるときは，あらかじめ代表委員の指名

する委員が，その職務を代理する。

 （審査会の責務）

第８条 審査会は，市民の権利利益を擁護するため，中立的な立場で公正かつ適切にその

職務を遂行しなければならない。

（会議）

第９条 審査会の会議（以下「会議」という。）は，代表委員が招集し，その議長となる。

２ 会議は，委員の過半数が出席しなければ，開くことができない。

３ 会議の議事は，委員の合議により決する。 

（苦情の申立て） 

第１０条 市長その他の執行機関及び公営企業管理者（以下「市長等」という。）が所管

する業務の執行又は当該業務に関する職員の行為（以下「市の業務」という。）につい

て苦情を申し立てようとする者は，審査会に対し，別記様式第１号による申立書又は次

に掲げる事項を記載した書面により申し立てなければならない。ただし，審査会が当該

申立書又は当該書面によることができないと認めた場合は，口頭により申し立てること

ができる。 

 （１） 苦情を申し立てようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては，

名称，代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

（２） 苦情の申立ての趣旨及び理由並びに苦情の申立ての原因となった事実のあった

年月日 

（３） 審査会に対する苦情の申立て以外の制度の利用の有無 

２ 前項の規定による苦情の申立て（以下「苦情の申立て」という。）は，代理人により



行うことができる。 

３ 苦情の申立てを行ったもの（以下「苦情申立人」という。）及び代理人は，審査会に

対し，口頭により当該苦情の内容を述べることができる。 

（苦情等の調査及び調査対象外事項） 

第１１条 審査会は，苦情の申立てに係る苦情又は自己の発意に基づき取り上げた事案（以

下「苦情等」という。）について調査する。ただし，苦情の申立てが次の各号のいずれ

かに該当すると認める場合は，当該苦情について調査しないものとする。 

（１） 新潟市附属機関設置条例別表新潟市行政苦情審査会の項第１項各号に掲げる事 

 項 

（２） 苦情申立人が苦情の申立ての原因となった事実について苦情申立人自身の利害

を有しない場合 

（３） 苦情の申立ての原因となった事実のあった日から１年を経過している場合。た

だし，正当な理由がある場合は，この限りでない。 

（４） 虚偽その他正当な理由がないと認められる場合 

（５） 前各号に掲げるもののほか，調査することが適当でないと認められる場合 

２ 審査会は，前項ただし書の規定により苦情を調査しない場合は，苦情申立人に対し，

その旨を別記様式第２号による通知書により速やかに通知しなければならない。 

（調査の開始に係る通知） 

第１２条 審査会は，苦情等の調査を開始する場合は，苦情申立人及び市長等に対し，そ

の旨を速やかに通知しなければならない。 

２ 前項の規定による通知は，苦情申立人に対しては別記様式第２号の２による通知書に

より，市長等に対しては別記様式第３号による通知書により行うものとする。 

（調査の中止） 

第１３条 審査会は，苦情等の調査を開始した後においても，当該調査を継続する必要が

ないと認める場合は，当該調査を中止することができる。 



２ 審査会は，前項の規定により苦情等の調査を中止した場合は，次の各号に掲げる調査

の区分に応じ，当該各号に掲げる者に対し，その旨を速やかに通知しなければならない。 

（１） 苦情の申立てに係る苦情の調査 苦情申立人及び市長等 

（２） 自己の発意に基づき取り上げた事案の調査 市長等 

３ 前項の規定による通知は，苦情申立人に対しては別記様式第４号による通知書により， 

 市長等に対しては別記様式第５号による通知書により行うものとする。 

（調査の方法） 

第１４条 審査会は，苦情等の調査のため必要があると認める場合は，市長等に対し説明

を求め，その保有する文書その他の記録を閲覧し，若しくはその提出を求め，又は実地

調査をすることができる。 

２ 市長等は，審査会の職務の遂行に関し，その独立性を尊重するとともに，積極的に協

力し，及び援助するよう努めなければならない。 

３ 審査会は，苦情等の調査のため必要があると認める場合は，関係人又は関係機関に質

問し，事情を聴取し，又は実地調査することについて協力を求めることができる。 

（調査結果の通知） 

第１５条 審査会は，苦情等の調査の結果について，次の各号に掲げる苦情等の区分に応

じ，当該各号に掲げる者に対し，速やかに通知しなければならない。 

（１） 苦情の申立てに係る苦情 苦情申立人及び市長等 

（２） 自己の発意に基づき取り上げた事案 市長等 

２ 前項の規定による通知は，苦情申立人に対しては別記様式第６号による通知書により， 

 市長等に対しては別記様式第７号による通知書により行うものとする。 

（意見の表明及び提言） 

第１６条 審査会は，苦情等の調査の結果，必要があると認める場合は，市長等に対し，

当該苦情等に係る市の業務について，是正その他の改善措置（以下「是正等」という。）

を講ずるよう意見を表明し，又は制度の改善を求める提言をすることができる。 



２ 前項の規定による意見の表明（以下「意見の表明」という。）は別記様式第８号によ

る通知書により，同項の規定による提言（以下「提言」という。）は別記様式第９号に

よる通知書により行うものとする。 

（意見の表明等の尊重） 

第１７条 市長等は，意見の表明又は提言を受けた場合は，これを尊重しなければならな

い。 

（措置の状況の報告） 

第１８条 審査会は，意見の表明又は提言をした場合は，当該意見の表明又は提言を受け

た市長等に対し，是正等又は制度の改善の方針について報告を求めるものとする。 

２ 前項の規定により報告を求められた市長等は，当該報告を求められた日の翌日から起

算して６０日以内に，審査会に対し，是正等又は制度の改善の方針について別記様式第

１０号による報告書により報告しなければならない。この場合において，是正等又は制

度の改善をすることができない特別の理由があるときは，その理由を報告しなければな

らない。 

３ 審査会は，苦情の申立てに係る苦情について前項の規定による報告があった場合は，

苦情申立人に対し，その旨を別記様式第１１号による通知書により速やかに通知しなけ

ればならない。 

（意見の表明等の公表） 

第１９条 審査会は，意見の表明又は提言をした場合及び前条第２項の規定による報告が

あった場合は，その内容を公表するものとする。 

２ 審査会は，前項の規定による公表をするに当たっては，個人に関する情報の保護につ

いて最大限の配慮をしなければならない。 

（活動状況の報告） 

第２０条 審査会は，毎年，その活動状況について市長に報告するとともに，これを公表

するものとする。 



（庶務） 

第２１条 審査会の庶務は，市民生活部広聴相談課において処理する。 

（委任） 

第２２条 この規則に定めるもののほか，審査会の運営に関し必要な事項は，委員の合議

により定める。 

   附 則  

 この規則は，平成２４年４月１日から施行する。 

 附 則  

 この規則は，平成３１年４月１日から施行する。 



別記様式第１号（第１０条関係）   

苦情申立書 

年  月  日 

 （あて先）新潟市行政苦情審査会  

申立人 

氏名（法人その他の団体にあっては，名称及び代表者の氏名） 

住所（法人その他の団体にあっては，その所在地） 

電話番号      

趣旨（解決してもら

いたいこと） 

理由（具体的な内容

と経過）  

原因となった事実

のあった日 
年    月    日 

この申立てと同様の

趣旨で，現在利用して

いる，又は利用したこ

とがある他の制度の

有無 

□有 

 □請願（議会） □陳情（議会） □監査請求 □直接請求 

 □行政不服審査 □行政事件訴訟 □その他（     ） 

□無 

面談 □ 希望する        □ 希望しない 

代理人 

住所 

氏名 

電話番号 

申立人との関係 

備考 

１ 該当する項目の□にレ印を記入してください。その他にレ印を記入した場合は，その

内容を（  ）内に記入してください。 

２ 趣旨又は理由を書ききれない場合は，裏面に記入してください。 

  ３ 申立内容について，所管課にあなたの氏名等を示して，調査させていただきます。 

４ 苦情の申立内容及び処理内容は，個人が特定されないように配慮した上で，年間 

報告書，新潟市ホームページなどに掲載されます。 

５ 匿名の場合は，受理できません。 



別記様式第２号（第１１条関係） 

苦情について調査しない旨の通知書 

第     号 

年  月  日 

              様 

新潟市行政苦情審査会  印     

 申立てのありました件につきましては，次の理由により調査しないことになりましたので，

新潟市行政苦情審査会規則第１１条第２項の規定により通知します。 

受理日 年    月    日 

調査しないこと

を決定した日 
年    月    日 

申立ての趣旨 

調査しない理由



別記様式第２号の２（第１２条関係） 

調査実施通知書 

第     号 

年  月  日 

              様 

新潟市行政苦情審査会  印 

 次のとおり調査を実施しますので，新潟市行政苦情審査会規則第１２条の規定により通知し

ます。 

受理日 年    月    日 

調査の開始を決定し

た日 
年    月    日 

申立ての趣旨 

所管部署 

調査の趣旨及び内容



別記様式第３号（第１２条関係） 

調査実施通知書 

第     号 

年  月  日 

              様 

新潟市行政苦情審査会  印     

 次のとおり調査を実施しますので，新潟市行政苦情審査会規則第１２条の規定により通知し

ます。 

所管   

受理日 年    月    日 

調査の開始を決定し

た日 
年    月    日 

申立人 

住所 

氏名 

申立ての趣旨 

調査の趣旨及び内容



別記様式第４号（第１３条関係） 

苦情調査中止通知書 

第     号 

年  月  日 

              様 

新潟市行政苦情審査会  印     

 申立てのありました件につきましては，次の理由により調査を中止しましたので，新潟市行

政苦情審査会規則第１３条第２項の規定により通知します。 

受理日 年    月    日 

調査の開始を決

定した日 
年    月    日 

申立ての趣旨 

中止の理由 

備考 



別記様式第５号（第１３条関係） 

苦情調査中止通知書 

第     号 

年  月  日 

               様 

                      新潟市行政苦情審査会  印 

 次のとおり調査を中止しましたので，新潟市行政苦情審査会規則第１３条第２項の規定 

により通知します。 

所管                  

調査実施通知書

の文書番号及び

通知年月日 

           第     号 

       年    月    日 

申立人 

住所 

氏名 

中止の理由 



別記様式第６号（第１５条関係） 

苦情等調査結果通知書 

第     号 

年  月  日 

              様 

新潟市行政苦情審査会  印     

 申立てのありました件につきましては，新潟市行政苦情審査会規則第１５条第１項の規定に

より，次のとおり調査の結果を通知します。 

受理日 年    月    日 

調査の開始を決

定した日 
年    月    日 

申立ての趣旨 

調査の結果 



別記様式第７号（第１５条関係） 

苦情等調査結果通知書 

第     号 

年  月  日 

               様 

                      新潟市行政苦情審査会  印 

 新潟市行政苦情審査会規則第１５条第１項の規定により，次のとおり調査の結果を通知 

します。 

所管                  

調査実施通知書

の文書番号及び

通知年月日 

           第     号 

       年    月    日 

申立人 

住所 

氏名 

調査の結果 



別記様式第８号（第１６条関係） 

 是正等の意見通知書 

第     号 

年  月  日 

               様 

                      新潟市行政苦情審査会  印 

 新潟市行政苦情審査会規則第１６条第１項の規定により，次のとおり是正等の意見を 

表明しますので，同規則第１８条第２項の規定により，是正等の処理方針について，処理方

針報告書（新潟市行政苦情審査会規則別記様式第１０号）により  年  月  日までに

報告してください。 

所管                  

調査実施通知書

の文書番号及び

通知年月日 

           第     号 

       年    月    日 

申立人 

住所 

氏名 

意見の趣旨 

意見の内容 



別記様式第９号（第１６条関係） 

制度の改善に係る提言通知書 

第     号 

年  月  日 

               様 

                      新潟市行政苦情審査会  印 

 新潟市行政苦情審査会規則第１６条第１項の規定により，次のとおり提言しますので， 

同規則第１８条第２項の規定により，制度の改善方針について，   年  月  日 

までに報告してください。 

所管                  

調査実施通知書

の文書番号及び

通知年月日 

           第     号 

       年    月    日 

申立人 

住所 

氏名 

提言の趣旨 

提言の内容 



別記様式第１０号（第１８条関係） 

処理方針報告書 

第     号 

年  月  日 

  新潟市行政苦情審査会  様 

                           新潟市 

                           （担当        ） 

新潟市行政苦情審査会規則第１８条第２項の規定により，次のとおり是正等又は改善 

の処理方針について報告します。 

是正等の意見通知

書又は制度の改善

に係る提言通知書

の文書番号及び通

知年月日 

           第     号 

       年    月    日 

意見又は提言の

趣旨 

処理方針 

備考 

 備考 発信者名は，報告を求められた市長その他の執行機関及び公営企業管理者の名称並びに

担当部署を記載する。 



別記様式第１１号（第１８条関係） 

苦情申立てに係る処理方針報告通知書 

第     号 

年  月  日 

              様 

新潟市行政苦情審査会  印     

 申立てのありました件につきましては，次のとおり是正等又は改善の処理方針についての報

告がありましたので，新潟市行政苦情審査会規則第18条第3項の規定により通知します。 

受理日 年    月    日 

調査の開始を決

定した日 
年    月    日 

申立ての趣旨 

意見又は提言を

した日 
年    月    日 

意見又は提言の

趣旨 

処理方針の報告

のあった日 
年    月    日 

処理方針の内容


